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掲載することにより株主の皆様に提供しております。



連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１．連結の範囲に関する事項
(1)連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　13社
連結子会社の名称

株式会社ホクコン
ゼニス羽田株式会社
ゼニス建設株式会社
株式会社ホクコンプロダクト
北関コンクリート工業株式会社
ユニバーサルビジネス企画株式会社
東北羽田コンクリート株式会社
ホクコンマテリアル株式会社
株式会社ウイセラ
株式会社Ｍ・Ｔ技研
アイビーソリューション株式会社
株式会社ハネックス・ロード
ホクコントラスト株式会社

連結の範囲の変更
　当連結会計年度からゼニス羽田ホールディングス株式会社は、ゼニス羽田株式会社を存続会社と
する吸収合併をしたため、連結の範囲から除外しております。

(2)主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

株式会社新生産業、ゼニス羽田テクノ株式会社
連結範囲から除いた理由
　非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
めであります。

(3)議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった会社等の名称等
　該当事項はありません。

(4)支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益に
関する事項

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
(1)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　　３社
主要な関連会社の名称

株式会社エヌエクス、鶴見コンクリート株式会社、菊一建設株式会社
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持分法の適用の範囲の変更
当連結会計年度より、新たに株式を取得した菊一建設株式会社を持分法の適用範囲に含めておりま
す。並びに、大東ハネダ株式会社は保有株式を売却したことにより持分法適用範囲から除外してお
ります。

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

株式会社新生産業、ゼニス羽田テクノ株式会社
持分法を適用しない理由
　持分法を適用しない非連結子会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分
に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3)議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会社
としなかった会社等の名称等
　該当事項はありません。

(4)持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
決算日が連結決算日と異なる会社について、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブ取引により生じる正味の債権(及び債務)の評価基準及び評価方法
時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。
1．商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品…総平均法
2．未成工事支出金…個別法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産(リース資産を除く)

1．定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
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2．取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で
均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産(リース資産を除く)
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)による定額法、それ以外の
無形固定資産については定額法によっております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。
④　長期前払費用

　均等償却によっております。
　なお、主な償却期間は、５年であります。

(3)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分
を計上しております。

③　工場閉鎖損失引当金
　連結子会社の工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　発生時の連結会計年度に費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5)重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を
適用しております。

(6)その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

－ 3 －



(会計上の見積りの変更)
退職給付債務の計算方法に係る見積りの変更
　当連結会計年度より、一部の連結子会社において退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法へ変更して
おります。この変更はゼニス羽田株式会社と株式会社ホクコンの退職金制度の統合をするとともに、退職給
付債務の金額の算定の精度を高め、退職給付費用の期間損益計算をより適正化するために行ったものであり
ます。この変更に伴い、当連結会計年度末における退職給付に係る負債が360,296千円増加し、同額を退職
給付費用として特別損失に計上しております。

(連結貸借対照表に関する注記)
１．担保に供している資産及び担保付債務
(1)担保に供している資産

建物及び構築物 384,941 千円
土地
投資有価証券(譲渡担保)

4,266,335
25,950

千円
千円

計 4,677,226 千円
(2)担保付債務

電子記録債務
買掛金
短期借入金

31,041
60,553

960,000

千円
千円
千円

長期借入金(1年以内返済予定の長期借入金を含む) 729,179 千円
計 1,780,774 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額
26,884,498 千円

３．保証債務及び手形遡及債務等
受取手形裏書譲渡高 263,443 千円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 11,684,450 株

２．配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 644 70.00 2019年

３月31日
2019年

６月28日
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会 普通株式 531 利益

剰余金 60.00 2020年
３月31日

2020年
６月29日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目
的となる株式の種類及び数

普通株式 47,920 株

(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主にコンクリート製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要
な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は安全性の高い銀行預金で運用し、また、短
期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避
するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。また、従業員に対し長期貸付を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であ
ります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資及び営業取引に必要な資
金の調達を目的としたものであり、返済期限は決算日後、最長で６年後であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社グループは、社内規程等に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。
　投資有価証券は、上場株式について定期的に時価の把握を行っております。
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　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価
額により表わされています。

② 市場リスクの管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ
り流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5)信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち特定の大口顧客に対するものはありません。

２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)参照)。

(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 8,574,618 8,574,618 ―
(2)受取手形及び売掛金 10,625,307 10,625,307 ―
(3)電子記録債権 2,701,081 2,701,081 ―
(4)投資有価証券

その他有価証券 492,266 492,266 ―
(5)長期貸付金 80,293

貸倒引当金(＊) △48
80,244 82,198 1,954

資産計 22,473,519 22,475,473 1,954
(1)支払手形及び買掛金 4,230,615 4,230,615 ―
(2)電子記録債務 2,832,211 2,832,211 ―
(3)短期借入金 1,660,000 1,660,000 ―
(4)長期借入金 2,868,213 2,867,530 △682
(5)リース債務 36,312 35,122 △1,190

負債計 11,627,351 11,625,478 △1,872
(＊)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

(4)投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5)長期貸付金
　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ご
とに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率
で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率によ
り見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を
算定しております。

負　債
(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金

　これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

(4)長期借入金、並びに(5)リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 272,633

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資
有価証券」には含めておりません。
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(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 8,574,618 ― ― ―
受取手形及び売掛金 10,625,307 ― ― ―
電子記録債権 2,701,081 ― ― ―
投資有価証券

その他有価証券のうち満期が
あるもの ― ― ― ―

長期貸付金 19,084 56,764 4,445 ―
合計 21,920,091 56,764 4,445 ―

(注４)長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 1,660,000 ― ― ― ― ―
長期借入金 1,183,453 899,333 356,172 49,980 49,980 329,295
リース債務 12,721 10,247 8,659 2,498 1,873 312

合計 2,856,174 909,580 364,831 52,478 51,853 329,607

(賃貸等不動産に関する注記)
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、東京都及びその他の地域において遊休資産及び賃貸用不動産を有しております。
2020年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は215,527千円(賃貸収益は売上高に、賃貸費用
は売上原価に計上)であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価
3,004,379 4,767,525

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

2．時価の算定方法
一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額によって
おります。
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(１株当たり情報に関する注記)
１．１株当たり純資産額 2,599円46銭
２．１株当たり当期純利益 262円01銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 261円07銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、建物附属設備については定額法によっております。

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均
等償却する方法によっております。

②　無形固定資産(リース資産を除く)
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)による定額法、それ以外
の無形固定資産については定額法によっております。

３．引当金の計上基準
賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上
しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

(貸借対照表に関する注記)
１．資産から直接控除した減価償却累計額

6,826 千円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであり
ます。

短期金銭債権 24,982 千円
短期金銭債務 109,451 千円
長期金銭債務 900,000 千円
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(損益計算書に関する注記)
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業収益 1,551,353 千円
営業取引以外の取引(支出分) 11,957 千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末日における自己株式の数

普通株式 2,823,167 株

(税効果会計に関する注記)
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

賞与引当金
ストックオプション
その他

3,034
11,254

245

千円
千円
千円

繰延税金資産小計 14,534 千円
評価性引当額 △14,534 千円
繰延税金資産合計 ― 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.6 ％
（調整）
受取配当金等永久に益金算入されない項目 △29.4 ％
住民税均等割等 0.1 ％
評価性引当金の増減額
その他

0.6
1.1

％
％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.1 ％
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(関連当事者との取引に関する注記)
子会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等 事業上の関係

連結
子会社 ㈱ホクコン 福井県

越前市 100,000
コ ン ク リ ー
ト 二 次 製 品
の製造販売

所有　100 兼任６人
経 営 の 管 理
監督・指導
役員の兼任

経営指導料 300,000 － －

受取配当金 318,181 － －

資金の借入 100,000 長期借入金 100,000

支払利息 1,248 － －

連結
子会社 ゼニス羽田㈱ 東京都

千代田区 100,000
コ ン ク リ ー
ト 二 次 製 品
の製造販売

所有　100 兼任６人
経 営 の 管 理
監督・指導
役員の兼任

経営指導料 300,000 － －

受取配当金 611,116 － －

資金の借入 500,000 長期借入金 800,000

支払利息 10,708 － －

(注)1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
2.取引条件及び取引条件の決定方針等

① 経営指導料については、経営の管理、監督及び指導するための契約に基づき決定しております。
② 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)
１．１株当たり純資産額 837円99銭
２．１株当たり当期純利益 104円81銭
３．潜在株式調整前１株当たり当期純利益 104円44銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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